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物流関連インフラの整備に係る社会資本整備総合交付金の活用について 

（周知） 

 

我が国の物流については、物流産業を魅力ある職場とするため、令和６年４月

からトラックドライバーに時間外労働の上限規制が適用される一方、人手不足

の中で、何も対策を講じなければ物流の停滞が生じかねないという、いわゆる

「2024 年問題」に直面しています。この物流の「2024 年問題」は、喫緊の課題

であると同時に、年々深刻化していく構造的な問題でもあり、継続的に対応して

いく必要があります。 

こうした中、「2030 年度に向けた政府の中長期計画」（令和６年２月 16 日我が

国の物流の革新に関する関係閣僚会議決定）においては、物流拠点の機能強化や

物流ネットワークの形成支援を図るため、中継輸送拠点や関連都市インフラの

整備等を推進することとされたところです。 

一方、トラック事業者の大宗を占める中小事業者は自社拠点を設置する投資

余力が乏しいことから、中小事業者も含め、共同輸配送や中継輸送等が可能とな

る環境整備が必要とされています。また、こうした環境整備と一体的に、物流の

トラックへの過度な集中を是正するためのモーダルシフトやカーボンニュート

ラル等に対応するための拠点整備を進めていくことも重要です。 

これらを踏まえ、地域住民の生活や経済活動、地方創生を支える重要な社会イ

ンフラである物流の機能維持に向けて、地方公共団体の産業振興やまちづくり

等と連携した物流拠点の整備を促すため、社会資本整備総合交付金を活用でき

る物流関連インフラについて、別添のとおりリスト化を行いました。 

各地方公共団体におかれては、貴団体の産業振興やまちづくり、交通・物流施

策を担当する部局とも連携しながら、今回リスト化された物流関連インフラを

適宜参照の上、社会資本整備総合交付金を活用し、地域の実情に応じた物流拠点

づくりに積極的に取り組んでいただきますよう、お願いいたします。 



○ 我が国の物流については、物流産業を魅力ある職場とするため、2024年４月からトラックドライバー
に時間外労働の上限規制が適用される一方、人手不足の中で、何も対策を講じなければ物流の停
滞が生じかねないという、いわゆる「2024年問題」に直面しています。この物流の「2024年問題」は、
喫緊の課題であると同時に、年々深刻化していく構造的な問題でもあり、継続的に対応していく必要が
あります。

○ こうした中、「2030年度に向けた政府の中長期計画」（令和６年２月16日我が国の物流の革
新に関する関係閣僚会議決定）においては、物流拠点の機能強化や物流ネットワークの形成支援
を図るため、中継輸送拠点や関連都市インフラの整備等を推進することとされたところです。

○ 一方、トラック事業者の大宗を占める中小事業者は自社拠点を設置する投資余力が乏しいことか
ら、中小事業者も含め、共同輸配送や中継輸送等が可能となる環境整備が必要とされています。ま
た、こうした環境整備と一体的に、物流のトラックへの過度な集中を是正するためのモーダルシフトや
カーボンニュートラル等に対応するための拠点整備を進めていくことも重要です。

○ これらを踏まえ、地域住民の生活や経済活動、地方創生を支える重要な社会インフラである物流の
機能維持に向けて、地方公共団体の産業振興やまちづくり等と連携した物流拠点の整備を促すため、
社会資本整備総合交付金を活用できる物流関連インフラのリスト化を行い、公表いたしました。

○ 各地方公共団体におかれては、貴団体の産業振興やまちづくり、交通・物流施策を担当する部局と
も連携しながら、今回リスト化された物流関連インフラを適宜参照の上、社会資本整備総合交付金を
活用し、地域の実情に応じた物流拠点づくりに積極的に取り組んでいただきますよう、お願いいたします。

社会資本整備総合交付金を活用できる物流関連インフラについて 別添



効果促進事業基幹事業支援対象
・ 左記の基幹事業を活用して
整備する物流関連インフラの
効果を一層高めるため、社会
資本総合整備計画ごとに、
交付対象事業の全体事業
費の20/100を目途として、
不特定多数の物流事業者
等が利用する施設・機器等に
対して支援可能。

道路事業
・ 一般国道、都道府県道又は市町村道の新設、
改築若しくは修繕に関する事業に対して支援可能。

物流拠点
例）中継輸送拠点

例）トラックターミナル（荷扱場等）

例）共同荷捌き施設

都市再生整備計画事業
・ 交付対象事業である「地域生活基盤施設」のうち、
以下の施設として支援可能。
①「駐車場（荷さばき駐車場）」
②「荷物共同集配施設」

※当該事業の対象として想定しているのは、商店街の共同荷捌き
駐車場など、地域内で荷捌き車が路上駐車して渋滞が生じて
いるような課題を解消することを目的としているものである。

社会資本整備総合交付金を活用できる物流関連インフラのリスト（1/5）

1
※ 各支援メニューは、必ずしも「支援対象」に記載の施設を交付対象とすることが明確化されているものではないが、その場合であっても要綱等に基づく
各種条件に合致する範囲で、「支援対象」の整備が可能な場合がある。
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社会資本整備総合交付金を活用できる物流関連インフラのリスト（2/5）
効果促進事業基幹事業支援対象

・ 左記の基幹事業を活用して
整備する物流関連インフラの
効果を一層高めるため、社会
資本総合整備計画ごとに、
交付対象事業の全体事業
費の20/100を目途として、
不特定多数の物流事業者
等が利用する施設・機器等に
対して支援可能。

道路事業
・ 一般国道、都道府県道又は市町村道の新設、
改築若しくは修繕に関する事業に対して支援可能。

休憩施設

都市再生整備計画事業
・ 交付対象事業である「高次都市施設」のうち、
以下の施設として支援可能。
①「地域交流センター」

※当該事業の対象として想定しているのは、不特定多数が利用
できる地域交流センターである。

※ 各支援メニューは、必ずしも「支援対象」に記載の施設を交付対象とすることが明確化されているものではないが、その場合であっても要綱等に基づく
各種条件に合致する範囲で、「支援対象」の整備が可能な場合がある。



効果促進事業基幹事業支援対象
・ 左記の基幹事業を活用して
整備する物流関連インフラの
効果を一層高めるため、社会
資本総合整備計画ごとに、
交付対象事業の全体事業
費の20/100を目途として、
不特定多数の物流事業者
等が利用する施設・機器等に
対して支援可能。

港湾事業
・ 交付対象事業である「緑地等施設整備事業」と
して支援可能。
※港湾法第２条第５項第９号の３に規定する港湾環境整備
施設の建設又は改良を対象とする。

緑地交流スペース

都市再生整備計画事業
・ 交付対象事業である「地域生活基盤施設」のうち、
以下の施設として支援可能。
①緑地 ②広場
※当該事業の対象として想定しているのは、不特定多数が利用
することができ、中心市街地や観光地における回遊性を高める
ためのポケットパークなど、公共空間と一体的な空間を構成して、
多様な都市活動に利用できるものである。

広域活性化事業（広域連携事業）
・ 交付対象事業である「港湾管理者（都道府県）
が実施する港湾環境整備事業」のうち、港湾環境
整備施設の建設又は改良に関する事業に対して
支援可能。
※広域活性化法第２条第２項に定める拠点施設の整備に関連
して一体的に実施することが必要となる事業、又は同法第２条
第１項に定める広域的特定活動に伴う物資の流通に対応す
るために必要な事業に限られる。
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社会資本整備総合交付金を活用できる物流関連インフラのリスト（3/5）

※ 各支援メニューは、必ずしも「支援対象」に記載の施設を交付対象とすることが明確化されているものではないが、その場合であっても要綱等に基づく
各種条件に合致する範囲で、「支援対象」の整備が可能な場合がある。



効果促進事業基幹事業支援対象
・ 左記の基幹事業を活用して
整備する物流関連インフラの
効果を一層高めるため、社会
資本総合整備計画ごとに、
交付対象事業の全体事業
費の20/100を目途として、
不特定多数の物流事業者
等が利用する施設・機器等に
対して支援可能。

都市再生整備計画事業
・ 交付対象事業である「地域生活基盤施設」のうち、
以下の施設として支援可能。
①公共施設又は公益施設と一体的に整備する
再生可能エネルギー施設等

※当該事業の対象として想定しているのは、不特定多数が利用
することができるものである。

※売電目的で整備される施設は、当該事業の支援対象外。

充電スタンド・蓄電池
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社会資本整備総合交付金を活用できる物流関連インフラのリスト（4/5）

※ 各支援メニューは、必ずしも「支援対象」に記載の施設を交付対象とすることが明確化されているものではないが、その場合であっても要綱等に基づく
各種条件に合致する範囲で、「支援対象」の整備が可能な場合がある。



効果促進事業基幹事業支援対象
・ 左記の基幹事業を活用して
整備する物流関連インフラの
効果を一層高めるため、社会
資本総合整備計画ごとに、
交付対象事業の全体事業
費の20/100を目途として、
不特定多数の物流事業者
等が利用する施設・機器等に
対して支援可能。

道路事業
・ 一般国道、都道府県道又は市町村道の新設、
改築若しくは修繕に関する事業に対して支援可能。

アクセス道路（臨港道路含む）

港湾事業
・ 交付対象事業である「港湾改修事業」として支援
可能。
※港湾法第２条第５項第４号に規定する臨港交通施設を
対象とする。

広域活性化事業（広域連携事業）
・ 都道府県が実施する一般国道、都道府県道の新
設、改築又は修繕に関する事業に対して支援可能。
・ 交付対象事業である「港湾管理者（都道府県）
が実施する港湾改修事業」のうち、港湾施設のうち
臨港交通施設の建設又は改良に関する事業に対
して支援可能。
※広域活性化法第２条第２項に定める拠点施設の整備に関連
して一体的に実施することが必要となる事業、又は同法第２条
第１項に定める広域的特定活動に伴う物資の流通に対応す
るために必要な事業に限られる。
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社会資本整備総合交付金を活用できる物流関連インフラのリスト（5/5）

※ 各支援メニューは、必ずしも「支援対象」に記載の施設を交付対象とすることが明確化されているものではないが、その場合であっても要綱等に基づく
各種条件に合致する範囲で、「支援対象」の整備が可能な場合がある。



問い合わせ先
＜本リスト全般について＞
国土交通省 物流・自動車局 物流政策課
TEL：代表 03-5253-8111（内線 41843、41841） 直通 03-5253-8801

＜社会資本整備総合交付金制度全般について＞
国土交通省 大臣官房 社会資本整備総合交付金等総合調整室
TEL：代表 03-5253-8111（内線 57739） 直通 03-5253-8967

＜道路事業について＞
国土交通省 道路局 環境安全・防災課
TEL：代表 03-5253-8111（内線 38133、38125） 直通 03-5253-8495

＜港湾事業について＞
国土交通省 港湾局 計画課
TEL：代表 03-5253-8111（内線 46329、46348） 直通 03-5253-8668

＜都市再生整備計画事業について＞
国土交通省 都市局 市街地整備課 都市再生整備計画事業担当
TEL：代表 03-5253-8111（内線 32737） 直通 03-5253-8412

＜広域活性化事業（広域連携事業）について＞
国土交通省 国土政策局 地方政策課 広域制度企画室
TEL：代表 03-5253-8111（内線 29913、29921） 直通 03-5253-8370
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